
（ ）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

- 12% #DIV/0!

一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

・バイオマス活用推進基本法（平成21年法律第52号）
・農林漁業有機物資源のバイオ燃料の原材料としての
  利用の促進に関する法律（平成20年法律第45号）

主要政策・施策

480

実施方法

28年度

地域バイオマス利活用推進事業 担当部局庁 食料産業局 作成責任者

事業開始年度

補助

担当課室 バイオマス循環資源課
バイオマス循環資源課長　
片貝　敏雄

事業名

会計区分

31年度

-

翌年度へ繰越し -

計

30年度

食料安定供給関係

▲ 373

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

32年度要求

予算
の状
況

29年度

１．地域バイオマス利活用支援事業【補助率：定額、１／２以内】
　①　バイオマス産業都市構想の実現に向けた情報発信や指導・助言と普及のための取組を支援。
　②　バイオマス産業都市選定地域におけるプロジェクトの実現に必要な調査・設計等を支援。
２．地域バイオマス利活用施設整備事業【補助率：１／２以内、１／３以内】
　　バイオマス産業都市選定地域におけるプロジェクトの実現に必要な施設整備を支援。

（参考）７府省が共同でバイオマス産業都市を選定し、各府省の施策のマッチング等によりバイオマス産業都市構築を連携支援。

- -

-

- -

- -

-補正予算

予備費等

当初予算 -

-373

0

-

平成２９年度
事業終了

（予定）年度
平成２９年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　バイオマスの活用は、農山漁村の活性化や地球温暖化の防止、循環型社会の形成等に寄与するもので、その活用の推進を加速化することが強く求められ
ている。しかしながら、バイオマスの活用に当たっては、多くの利害関係者の調整や経済性の確保等が、取組を推進していく上での課題となっている。このた
め、自治体・関係事業者等の連携により原料収集から製造・利用まで、経済性が確保された一貫システムを構築し、地域の特色を活かしたバイオマス産業を
軸とした環境にやさしく災害に強いまち・むらづくりを目指すバイオマス産業都市の構築を支援する。

前年度から繰越し - -

平成３１年度行政事業レビューシート 農林水産省

執行額

0 107 373 0 0

59 356

執行率（％） - 55% 95%

・バイオマス事業化戦略（平成24年9月6日バイオマス活用推
進会議）
・我が国の食と農林漁業の再生のための基本方針・行動計
画（平成23年10月25日食と農林漁業の再生推進本部決定）
・日本再生戦略（平成24年７月31日閣議決定）
・日本経済再生に向けた緊急経済対策（平成25年1月11日閣
議決定）
・日本再興戦略（平成25年6月14日閣議決定）
・農林水産業・地域の活力創造プラン（平成25年12月10日決
定、平成26年6月24日改訂、平成28年11月29日改訂）
・エネルギー基本計画（平成26年4月11日閣議決定）
・食料・農業・農村基本計画（平成27年3月31日閣議決定）
・地球温暖化対策計画（平成28年5月13日閣議決定）
・バイオマス活用推進基本計画（平成28年9月16日閣議決
定）

- -

- -

関係する
計画、通知等

-

31年度当初予算

-

-

事業番号 0205

国土強靱化施策、地球温暖化対策

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

-

計

平成31・32年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由32年度要求

-

※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。



　

- -

目標値 円/t-CO2 - - - - -

達成度 -％

単位 28年度 29年度 30年度
中間目標 目標 終年度

- 年度 - 年度

目
標
・
指
標

バイオマスの活用によ
る発電や熱利用により、
ＣＯ2の削減に資するこ
とから地球温暖化対策
としているが、当該事業
は、バイオマス産業都
市の事業化の推進によ
り農山漁村地域の活性
化を目的としており、Ｃ
Ｏ2削減にかかるコスト
の低減は目的としてい
ないため、成果目標とし
て設定することが出来

ない。

-

成果実績 円/t-CO2 - - - - -

目標値 円/t-CO2 - -

達成度 ％ - - - - -

- -

チェック

- -

算
出
方
法

- -
う
ち

、

直
接
効
果

成果実績 円/t-CO2 - - -

-

31年度
活動見込

32年度
活動見込

-

-

-

-

31年度
活動見込

32年度
活動見込

- -

-

- -

- -

31年度
活動見込

32年度
活動見込

- -

-

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
バイオマス活用推進基本計画（H28.9.16閣議決定）

地域バイオマス利活用支援事業（地域段階）執行額／
バイオマス産業都市選定地域における調査・設計支援

地区数（地域段階）

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

単位当たり
コスト

件

百万円

活動指標

計算式
百万円
／件

地球温暖化対策
関係

単位

算出根拠

単位当たり
コスト

単位

横断的な施策に
係る成果目標
及び成果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 分類

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

- 1 -

- 3 -

28年度

28年度 29年度 30年度

活動実績

30年度

30年度

- 3

百万円

活動実績 地区

当初見込み 地区

- 5 4

29年度

29年度 30年度

- 5 -

-

百万円
／地区 -

単位

バイオマス産業都市構想の実現に向けた支援数（全国
段階）

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

活動指標

-

28年度

89

件

7/2

- 6.4 - -

28年度 29年度 31年度活動見込

計算式

バイオマス産業都市選定地域における調査・設計支援
地区数（地域段階）

-

4

31年度活動見込

- 3.5

-

平成37年までにバイオマス
産業都市における新産業
を400億円規模まで拡大す
る。 ％

バイオマス産業都市におけ
る産業規模

中間目標
定量的な成果目標

単位

地域バイオマス利活用支援事業（全国段階）執行額／
バイオマス産業都市構想の実現に向けた支援数（全国

段階）

単位当たり
コスト

29年度 30年度

4.2

単位当たり
コスト

- 21/5 356/4

地域バイオマス利活用施設整備事業執行額／バイオマ
ス産業都市選定地域における施設整備地区数

成果実績

目標値

成果指標 単位

億円
成果目標及び

成果実績
（アウトカム） 億円

-

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位

単位

- 1 -

バイオマス産業都市選定地域における施設整備地区数
活動実績 地区

当初見込み 地区

-

29年度

-

-

400

-

32/5 -

31年度活動見込

28年度 29年度 30年度
目標 終年度

- 103

100

103 116

150

77 -

-

-

達成度

-

-

-

年度 年度37

28年度

-

28年度

30年度

計算式
百万円
／地区

単位当たり
コスト

算出根拠

百万円

-



政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係

- 103

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

自治体・関係事業者等の連携により原料収集から製造・利用まで、経済性が確保された一貫システムを構築し、地域の特色を活かしたバイオマス産
業を軸とした環境にやさしく災害に強いまち・むらづくりを目指すバイオマス産業都市の構築を支援する。
この支援措置により、地域に存在するバイオマスを活用した持続可能な事業の創出が図られ、農業の振興や地域の活性化に寄与する。

政策 ３農村の振興

-

バイオマス産業都市における産業規模

実績値 億円 116 - -

目標値 億円 - 100 150 - 400

29年度 30年度定量的指標 単位 28年度

施策 ⑮多様な地域資源の積極的活用による雇用と所得の創出

測
定
指
標

中間目標 目標年度

-

400

目標 終年度

150 -- 100

-

-

目標値

中間目標計画開始時
30年度 31年度

-

-

年度

116 -

目標値 億円

-

本事業の成果と取組事項・KPIとの関係

- -
K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

成果実績

- -

単位

29年度 30年度

-

-

-

-

年度 年度

-

-

-

取組
事項

分野： -

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

自治体・関係事業者等の連携により原料収集から製造・利用まで、経済性が確保された一貫システムを構築し、地域の特色を活かしたバイオマス産
業を軸とした環境にやさしく災害に強いまち・むらづくりを目指すバイオマス産業都市の構築を支援する。
この支援措置により、地域に存在するバイオマスを活用した持続可能な事業の創出が図られ、農業の振興や地域の活性化に寄与する。

-

- 37
定量的指標

103

ＫＰＩ
（第一階層）

-

年度年度

中間目標 目標年度
28年度

実績値 億円 -

単位

バイオマス産業都市における産業規模

施策 ③生産・加工・流通過程を通じた新たな価値の創出による需要の開拓

政策 １食料の安定供給の確保

測
定
指
標

-

達成度 ％ -

年度 37 年度

K
P
I

(
第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

30年度 31年度
中間目標 目標 終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
改
革
工
程
表
 
2
0
1
8



翌年度への繰越はない。

○

・不必要な団体の経由や経費の大部分が再委託等になって
いる事象は見受けられない。

　地域の未利用資源であるバイオマスを利用した自立・分散
型エネルギー供給体制の強化を図る取組が、①「バイオマス
事業化戦略」（平成24年9月6日）②「農林水産業・地域の活
力創造プラン」（平成25年12月10日決定、平成26年6月24日
改訂、平成28年11月29日改訂）等に位置づけられている。
　こうした取組を全国的に波及させるためには、モデルとなり
得る地区を支援することが重要であるため、他に委ねること
なく国自らが取り組む必要がある。
　また、地域のバイオマスを活用するためには、地域で原料
収集から製造・利用まで、経済性が確保された一環システム
の構築が必要であるが、バイオマス施設に係る初期投資費
用が高いこともあり、民間に委ねることが困難である。

○

評　価項　　目

地域のバイオマスを活用した産業化を推進し、環境にやさし
く災害に強いまち・むらづくりを目指すバイオマス産業都市の
構築を７府省連携して支援する取組であり、バイオマスの活
用の推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、持続
的に発揮することができる経済社会の実現に寄与することか
ら、社会のニーズを的確に反映している。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

○

・支援事業では、地域の合意形成が確立され、策定した構想
（案）を基に構想選定を目指す取組を継続。施設整備事業で
は、施設の完成後、性能の検証を行っている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

・バイオマス利活用施設の採算性を考慮した原料調達・製
造・利用までの一貫システムの構築には、施設整備等への
多額の初期投資が必要であり、直接支援である補助が も
有効である。

○

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

支出先の選定に当たっては、公募を行い事業実施主体を選
定している。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

△

無

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

地域の未利用資源であるバイオマスを利用した自立・分散
型エネルギー供給体制の強化を図ることが重要課題となっ
ている。このような状況から①「バイオマス事業化戦略」（平
成24年9月6日）②「農林水産業・地域の活力創造プラン」（平
成25年12月10日決定、平成26年6月24日改訂、平成28年11
月29日改訂）等に位置づけられており、政策的に優先度が
高い事業である。

１地区あたりの施設の種類や事業内容等が地域の実情で異
なることから、単純比較することは難しいが、過去の同様の
事業のコストと比較して遜色ない水準となっていることから妥
当である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

・地元調整の結果、原料収集方式等の見直しにより事業費
のコスト縮減の工夫を行っている。

・新たな施設の稼働や、既存施設での処理量の大幅な増加
等により産業規模は着実に増加しており、既に施工を始めて
いる施設も複数あることから、今後も成果目標（平成３７年
度）の達成に向けて成果実績は増加していく見込み。

○

・事業実施主体の費目・使途は、バイオマス施設導入推進等
に必要なものに限定している。

○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

・調査・設計支援及び施設整備の活動実績については、当
初見込み通りの地区で実施している。

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

・不用は事業実施主体において工事入札を行った際、落札
額が予定価格を下回った結果生じたものであり、かつ、不用
率も5％と小さく妥当である。

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

無

○

地域バイオマス利活用施設整備事業は、事業実施主体が
1/2を負担するなど、応分の負担を行っている。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



( )

事業番号 事業名所管府省名

・本事業としては平成29年度に終了し、今後はバイオマス事業化を目指す地域を対象にシンポジウムを開催するなど周知やフォローアップを実
施し、さらにバイオマス産業都市の発展に向けた取組を行っていく。

・地域のバイオマスを活用した産業化を推進し、環境にやさしく災害に強いまち・むらづくりを目指すバイオマス産業都市を構築することについ
ては、バイオマス事業化戦略や農林水産業・地域の活力創造プラン等に位置付けられ、バイオマスの活用に関する施策の推進により、持続的
な経済社会の実現に寄与することが、社会のニーズを的確に反映していることから、本事業は政策的に優先度が高い事業である。

‐
関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

外部有識者点検対象外

本事業は終了したが、事業完了後も継続的に事業評価を行い、適切に対応していく。

関連する過去のレビューシートの事業番号

予
定
通
り

終
了

　本事業は、平成30年度に終了した事業である。事業から得られた成果と課題を今後の施策の企画や推進に反映すること。

行政事業レビュー推進チームの所見

外部有識者の所見

改善の
方向性

備考

関
連
事
業

終
了
予
定

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

点検結果

平成29年度 新29-0017,0201

- 平成25年度 0151

平成26年度 0129 平成27年度 0188 平成28年度 新29-0012、0195

平成22年度 - 平成23年度 - 平成24年度

平成30年度 農林水産省 0207



※平成30年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

※平成２９年度予算のうち、平成３０年度に繰越を行ったものについて図示

　チェック

102

A.北海道農政事務所

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに 大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

金　額
(百万円）

バイオガスプラントの整備

使　途

補助金

B.足寄町農業協同組合
金　額

(百万円）

189

費　目 使　途

計 189 計 102

工事費
バイオガス発電事業者への交付（民間企業
等２者）

費　目

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

農林水産省
３５６百万円

Ａ 地方農政局等
（3局等）

３５６百万円

交付

Ｂ 民間企業等

（４企業等）

３５６百万円

【補助金等交付】

バイオマス産業都市
選定地域におけるバ
イオマスプラントの整
備

事業実施主体への補
助金の交付事務、調
整等



支出先上位１０者リスト

A.

B

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

チェック

北海道農政事務所

九州農政局

北陸農政局

- - -

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

-

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - -

- -

1

5000012080001

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

その他

2

3

- -

法　人　番　号

5000012080001

5000012080001 189

- -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

-

-

民間企業等への補助金交
付等補助業務

民間企業等への補助金交
付等補助業務

民間企業等への補助金交
付等補助業務

2

-

西興部村 3000020015628 バイオガスプラントの整備 87

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

足寄町農業協同組
合

2460105001408 バイオガスプラントの整備 102 補助金等交付 12 -

補助金等交付 12 - -

有限会社浦ファーム 9290002032632 バイオガスプラントの整備 84 補助金等交付 12 - -

4
いみず野農業協同
組合

1230005007611 バイオガスプラントの整備 83 補助金等交付 12 - -

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

84

83

その他

その他



（ ）

　

-

-

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

-

-

-

-

-

計

平成31・32年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

-

32年度要求

-

-

-

事業番号 0206

-

31年度当初予算

-

-

-

-

-

- -

年度32

33 年度
28年度 29年度 30年度

中間目標 目標 終年度

- 年度

- - - - -

- - -

食料・農業・農村基本計画（平成27年３月31日閣議決定）
土地改良長期計画（平成28年８月24日閣議決定）

28年度 29年度 30年度
目標 終年度

- 120

24

30 58

48

120.8 -

-

-

- -

- -

関係する
計画、通知等

達成度

-

-

-

年度

-

96

-

- - - - -

- 1

成果目標及び
成果実績

（アウトカム） 地点

平成３１年度行政事業レビューシート 農林水産省

執行額

0 255 202 15 0

247 202

執行率（％） - 97% 100%

農業集落排水汚泥のエネ
ルギー利用等の技術を確
立する。

技術の確立数

成果実績 件

目標値

昭和２９年度
事業終了

（予定）年度
平成３０年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

農業水利施設は、食料供給の基盤であるのみならず、地域排水等に寄与しているが、電気料金の値上げや施設の老朽化等による維持管理費の増大によ
り、施設の適正な管理が困難となっており、農業水利施設が有する自然エネルギーを活用し、施設の維持管理費や米の生産コストに影響する使用電気料金
の削減を図っていく必要がある。
また、集落排水施設においても維持管理費の軽減が課題となっており、汚水処理の過程で発生するエネルギーの有効利用を図っていく必要がある。
このため、ダムや水路の落差を活用した小水力発電等の導入推進及び集落排水施設の維持管理費の軽減を図り、持続的な農業の発展と農村の活性化を目
指す。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

地点

7

0

-

補正予算

成果指標 単位

予備費等

当初予算

中間目標

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

210

15

29年度

【導入支援事業】
・農業水利施設を活用した小水力等発電施設の整備を推進するため、整備に係る概略・基本設計及び各種法令に基づく協議等の取組の支援（補助率：定
額、1/2）
【研修事業】
・発電施設の導入・運営主体となる土地改良区等の技術力向上のための研修等の取組を支援（補助率：定額）
【集排実証事業】
・農業集落排水施設の省エネルギー化や汚水処理の過程で発生するエネルギーの有効利用を図る整備技術の実証の取組を支援（補助率：定額）

- -

-

- -

▲ 15 -

小水力等発電の導入地点
数

-

件

小水力等再生可能エネルギー導入支援事業 担当部局庁 農村振興局 作成責任者

事業開始年度

補助

担当課室 整備部地域整備課 地域整備課長　清野哲生

事業名

会計区分

31年度

-

翌年度へ繰越し -

計

30年度

食料安定供給関係

▲ 7

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

32年度要求

予算
の状
況

262

小水力等発電を導入し、農
業水利施設の電気代等に
96地点で活用する。

実施方法

定量的な成果目標

28年度

％

達成度 ％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

主要政策・施策

一般会計

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
土地改良長期計画実績把握調査

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

- 94% 96%

チェック

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
本事業の事業実施要領に定める事業実績報告書に基づき、農林水産省農村振興局地域整備課で集計

※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。



新
経
済
・
財
政
再
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画
改
革
工
程
表
 
2
0
1
8

- - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

30年度 31年度
中間目標 目標 終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - -

-

達成度 ％ -

農業水利施設を活用した小水力等発電電力量のかん
がい排水に用いる電力量に占める割合　約３割以上

施策 ⑮多様な地域資源の積極的活用による雇用と所得の創出

政策 ３農村の振興

測
定
指
標

実績値 ％ 22.9

単位
年度年度

-

中間目標 目標年度

28年度

28年度

28年度

- -

31年度活動見込

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

農業水利施設を活用した小水力発電の導入に係る調査設計等の取組を通じて、米の生産コストのうち使用電力量が削減されるとともに農業水利施
設を活用した小水力等発電電力量のかんがい排水に用いる電力量に占める再エネ比率が向上する。

-

- 32
定量的指標

25.5

ＫＰＩ
（第一階層）

-

取組
事項

分野： - -

-

29年度

66/1,537

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位

- 2,200 2,200

--

-

年度 年度

-

-

-

29年度 30年度

単位当たり
コスト

-

単位

執行額（百万円）／活動実績（発電量）

単位当たり
コスト

29年度 30年度

K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

成果実績

- -

単位

- -

年度

28.6 -

目標値 ％

-

本事業の成果と取組事項・KPIとの関係

-

-

28年度

-

万kwh/年

111/1,920

- - - -

計算式

確立した農業集落排水汚泥のエネルギー利用等の技
術数

-

31年度活動見込

- 0.1

百万円/
技術数 -

計画開始時

毎年、設計から整備に移行する小水力等発電施設の年
間発電量

30年度 31年度

0

活動実績

30年度

百万円

活動実績 件

当初見込み 件

29年度 30年度

- - -

- 1,920 1,537

- - -

28年度 29年度 30年度
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

万kwh/年

百万円

活動指標

計算式
百万円/
万kwh

単位

算出根拠

単位当たり
コスト

単位

執行額（百万円）／実証技術数

22.8 25.6

-

-

目標値

中間目標

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

31.7

目標 終年度

28.4 -

-

- -

- 1

31年度
活動見込

32年度
活動見込

-

2,200

-

2,200

31年度
活動見込

32年度
活動見込

政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ○

事業所管部局による点検・改善

・発電施設導入の可能性が確定するまでは定額としそれ以
降は事業実施主体が応分の負担を行っていることから、妥
当である。

国
費
投
入
の
必
要
性

点検結果

無

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

・執行率は99.8%である。

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

終
了
予
定

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

関
連
事
業

○

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

・活動実績は概ね当初見込みに見合っている。

○

備考

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

・活動実績について、当初の見込みを下回ったものがある。
　以上のことから、「支援方策の見直し」を行うべきである。本事業は、平成31年度に終了予定の事業である。事業から得られた成果と課題を今後
の施策の企画や推進に反映すること。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

・設計段階で建設費単価の目安を示し、要件化することで効
率化を図っている。

行政事業レビュー推進チームの所見

・成果実績は成果目標を上回っている。

○

・事業目的に即した費用に限定されており、妥当である。

外部有識者の所見

改善の
方向性

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

・土地改良長期計画（平成28年８月24日閣議決定）に位置づ
けられ、定量的な目的が設定されており、国として実施すべ
き優先度の高い事業である。

・発電形式や調査内容等により１件あたり事業費が異なる
が、実施要領で定める上限額を下回っていること、各年度の
単価が低減していることから、妥当な水準である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

無

予
定
通
り

終
了

○

点検対象外

　ご指導を踏まえ、事業成果を活用し、今後の事業にあっては十分検討してまいりたい。
　なお、本事業は平成31年度限りで終了であるが、今後は他事業の活用により、引き続き再生可能エネルギーの導入を推進してまいりたい。

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

・各地区の執行に当たっては、地方農政局長等が事業申請
を採択のうえ、事業実施主体へ補助金を交付し、事業実施
主体が小水力等発電施設の調査設計等を行っている。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○

‐

・成果物は小水力等発電施設の導入に活用されている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

・小水力等発電施設の導入にあたっては、施設設置の適地・
経済性の検討から概略設計・基本設計のプロセスが必要で
あり、本事業を活用して各地において導入検討が行われて
いる。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

本事業は平成30年度限りで終了しており、今後は既存事業の活用等により引き続き再生可能エネルギーの利用促進を推進してまいりたい。

【国費投入の必要性】
・小水力等再生可能エネルギーの導入推進については、食料・農業・農村基本計画（平成27年３月31日閣議決定）における「農村における再生
可能エネルギーの生産・利用の推進」を担うこと、また、土地改良長期計画（平成28年８月24日閣議決定）の重点目標に位置づけられているこ
と、さらにはエネルギー基本計画（平成26年4月11日閣議決定）においても再生可能エネルギーの導入推進が必要とされるなど、国民のニーズ
に合致した優先度の高い事業であり、国費を投入して実施する必要がある。
【事業の効率性】
・本事業の契約については、競争性が確保されている。また、事業実施主体が応分の負担を行っているとともに、使途も真に必要なものに限定
されており、効率的に事業が実施されている。
・導入可能性の検討から施設の設計までの各段階で、目安となるコスト等の条件を設定し、効率的な小水力等発電施設の導入検討に努めて
いる。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

評　価項　　目

・食料・農業・農村基本計画（平成27年３月31日閣議決定）に
おける「農村における再生可能エネルギーの生産・利用の推
進」を担うものであり、都道府県の要望など国民のニーズが
的確に反映されている。

・本事業は、農水省が政策として進める土地改良施設の維
持管理費の軽減による、持続的な農業の発展と農村の活性
化に資するものであり、国が行う必要がある。

○

○

事業番号 事業名所管府省名

・繰越額は当初予算額の7％である。



( - )

※平成30年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

平成29年度 新29-0018

新24-0015 平成25年度 0162

平成26年度 0148 平成27年度 0191 平成28年度 0194

平成22年度 - 平成23年度 - 平成24年度

平成30年度 農林水産省 新30 0208

関連する過去のレビューシートの事業番号

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

● I 民間団体

（3団体）

9百万円

小水力等発電の
調査設計等

1. 請負費 7百万円

[秋田県土地改良事業団体連合会

7百万円]

（例）

鳥取県土連の執行状況
（例）
秋田県の執行状況

1. 調査設計費 6百万円

1) 人件費 6百万円

農業集落排水施設におけるエネ
ルギーの有効活用を図る整備技
術の実証等

（例）
(一社)地域環境資源センターの執行状況

1. 人件費 59百万円

2. 設備費 21百万円

3. 工事費 2百万円

4. 請負費 9百万円

1) 請負費 3件 9百万円

［川本技研(株) 8百万円］

5.その他 9百万円

●印は、事業実施主体となるもの。
○印は、補助金交付業務となるもの。

補助金交付

（例）

北海道農業水利施設

小水力発電推進協議会

の執行状況

管内の府県等に対す

る補助金の交付等補

助業務

1. 人件費 19百万円

2. その他 17百万円

（例）

広瀬桃木両用水土地改良区の

執行状況

（例）

沼田市の

執行状況

小水力等発電の
調査設計等

１．請負費 3百万円

・請負費 1件 3百万円

［（株）東京発電 3百万円］

管内の市町等に対する補
助金の交付及び小水力等
発電の調査設計等

農業集落排水

施設の効率性

向上のための

支援

（例）
関東農政局の
執行状況

● J 民間団体
（1団体）

100百万円

補助金交付

補助金交付補助金交付

○ B 北海道等
2百万円

（例）
苫前町の
執行状況

● D 民間団体

（1団体）

0.2百万円

小水力等発電の
調査設計等

● C 町

（1町）

2百万円

1. 請負費 2百万円

・請負費 １件 2百万円

［日本工営（株） 2百万円］

○ A 地方農政局

（7地方農政局）

64百万円

1. 請負費 0.2百万円

・請負費 1件 0.2百万円

［北海道土地改良事業団体

連合会 0.2百万円］

補助金交付補助金交付

土地改良区等
技術向上支援

農林水産省

202百万円

1. 補助金交付 28百万円

・補助金交付 13団体 28百万円

［広瀬桃木両用水土地改良区 10百万円]

● G 民間団体

（30団体）

37百万円

● F 市町村
（1市）

3百万円

● H 市町村

（1町）

0.6百万円

（例）

中川村の執行状況

（例）
全国土地改良事業団体連合
会の執行状況

● K 民間団体
（1団体）
36百万円

※ 委託費等は100万円以上を対象としている。
※ 小数点以下四捨五入のため、合計と一致しない場合がある。

補助金交付

補助金交付金 補助金交付金

補助金交付

1. 請負費 10百万円

1) 請負費 4件 10百万円

［国際航業（株） 5百万円］

1. 請負費 0.6百万円

1) 請負費 1件 0.6百万円

［長野県土地改良事業団体

連合会 0.6百万

●○ E 県
（6県）

24百万円

市町村等への補

助金交付等補助

業務

小水力等発電の
調査設計等

小水力等発電の
調査設計等

小水力等発電の
調査設計等



☑

計 10 計 0.6

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

3

金　額
(百万円）

G. 広瀬桃木両用水土地改良区 H. 中川村

費　目 使　途
金　額

(百万円）

請負費 小水力等発電施設の調査設計等 0.6

E. 秋田県 F. 沼田市

費　目

計 7

小水力等発電施設の調査設計等 10

計

費　目 使　途

請負費

計 2 計 0.2

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

請負費 小水力等発電施設の調査設計等 7 請負費 小水力等発電施設の調査設計等 3

C. 苫前町 D. 北海道農業水施設小水力発電推進協議会

費　目 使　途

請負費 小水力等発電施設の調査設計等 2 請負費 小水力等発電施設の調査設計等

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

補助金交付金13団体に補助金交付

費　目

計 28 計 2

費　目 使　途

B. 北海道等
金　額

(百万円）

28 2団体に補助金交付

使　途

補助金交付金

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに 大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

0.2

金　額
(百万円）

A. 関東農政局

2

チェック



支出先上位１０者リスト

A. 地方農政局

B. 北海道等

C. 町（北海道）

D.民間団体（北海道）

E.府県

F.市町村（直接）

管内の府県等に対する補
助金の交付等補助業務

2

10

10

8

-1

5

-

- -

-

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

沼田市 7000020102067
小水力等発電施設の調査
設計等

3 補助金等交付 3 - -

1

2

5

6

3

4

熊本県 7000020430005
小水力等発電施設の調査
設計等

5 補助金等交付 - - -

鳥取県 7000020310000
市町村等への補助金交付
等補助業務

6 補助金等交付 - - -

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 苫前町 5000020014834
小水力等発電施設の調査
設計等

2 補助金等交付 3 - -

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

北海道 7000020010006
市町村等への補助金交付
等補助業務

2 補助金等交付 - -

補助金等交付 - - -2

-

北海道農業水利施
設小水力発電推進
協議会

-
小水力等発電施設の調査
設計等

0.2

- -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

-

-

-

管内の府県等に対する補
助金の交付等補助業務

管内の府県等に対する補
助金の交付等補助業務

管内の府県等に対する補
助金の交付等補助業務

管内の府県等に対する補
助金の交付等補助業務

管内の府県等に対する補
助金の交付等補助業務

管内の府県等に対する補
助金の交付等補助業務

-

-

契約方式等

2

3

- -

法　人　番　号

5000012080001

5000012080001 28

-

5000012080001

5000012080001

5000012080001

5000012080001

5000012080001

入札者数
（応募者数）

落札率

6

1

7

- -

-

5 - -

4

関東農政局

中国四国農政局

東北農政局

北陸農政局

九州農政局

東海農政局

近畿農政局

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

北海道農業水利施
設小水力発電推進
協議会

-
小水力等発電施設の調査
設計等

0.2 補助金等交付 1 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

秋田県 1000020050008
小水力等発電施設の調査
設計等

7 補助金等交付 - - -

富山県 7000020160008
小水力等発電施設の調査
設計等

2 補助金等交付 - - -

岡山県 4000020330001
市町村等への補助金交付
等補助業務

2 補助金等交付 - - -

長野県 1000020200000
市町村等への補助金交付
等補助業務

2 補助金等交付 - - -



G.民間団体(直接）

H.市町村(間接）

☑

1

9

10

手取川七ヶ用水土地
改良区

6700150049546
小水力等発電施設の調査
設計等

1 補助金等交付 5 - -

3

4

1

2

広瀬桃木両用水土
地改良区

8700150020018
小水力等発電施設の調査
設計等

10 補助金等交付 3 - -

7

8

5

6

豊沢川土地改良区 3700150036778
小水力等発電施設の調査
設計等

3 補助金等交付 3 - -

大野東部土地改良
区

4700150050274
小水力等発電施設の調査
設計等

4 補助金等交付 2 - -

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

小山市美田東部土
地改良区

4700150019567
小水力等発電施設の調査
設計等

4 補助金等交付 4 - -

鬼怒中央土地改良
区連合

5700150019260
小水力等発電施設の調査
設計等

4 補助金等交付 2 - -

群馬用水土地改良
区

4700150019988
小水力等発電施設の調査
設計等

2 補助金等交付 1 - -

天狗岩堰土地改良
区

4700150020013
小水力等発電施設の調査
設計等

2 補助金等交付 1 - -

島根県農村地域再
生可能エネルギー推
進協議会

-
小水力等発電施設の調査
設計等

2 補助金等交付 1 - -

安城土地改良区 3700150043568
小水力等発電施設の調査
設計等

1 補助金等交付 2 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

中川村 5000020203866
小水力等発電施設の調査
設計等

0.6 補助金等交付 1 - -

チェック



別紙２

小水力等発電施設の調査設計等 6 人件費
実証事業に係る企画，データ分析，とりまと
め等に従事した人件費

59

設備費
実証事業に必要な機器，資材の購入費，製
作費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

I. 鳥取県土地改良事業団体連合会 J. （一社）地域環境資源センター

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

請負費

その他
実証事業に係る現地調査旅費，委員会運営
費、印刷費

9

委託費
実証事業に係る試験業務，実証機の維持管
理業務

9

21

工事費 実証事業に必要な機器の設置工事費 2

計 6 計 100

その他
研修資料の現地調査、印刷費、研修会場借
用料、現地調査バス借り上げ費、講師旅費

17

人件費
研修資料作成、研修実施、指導助言に従事
した人件費

19

K. 全国土地改良事業団体連合会 L.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 36 計 0

M. N.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

O. P.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0



別紙３

I. 民間団体（間接）

J. 民間団体（直接）

K. 民間団体（直接）

- -

鳥取県土地改良事
業団体連合会

4270005000147
小水力等発電施設の調査
設計等

6 補助金等交付 4 - -

高梁川用水土地改
良区

9700150054378
小水力等発電施設の調査
設計等

2 補助金等交付 4 - -

長野県拾ケ堰土地改
良区

6700150021843
小水力等発電施設の調査
設計等

1 補助金等交付 1 - -3

2

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（一社）地域環境資
源センター

2010405001128
農業集落排水施設におけ
る省エネ対策技術等の技
術実証

100 補助金等交付 2 - -

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

全国土地改良事業
団体連合会

6010005003999
土地改良区等技術向上支
援

36 補助金等交付 2
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